
令和４年度 総合研究所研究奨励助成募集要項 
 

 

下記の要領で募集を行いますので、ご希望の方は、 

総合研究所（事務局：フロンティア研究推進機構事務室）へお申し出ください。 

 
 

１．助成の趣旨 

   この助成事業は、学園が設立した総合研究所の研究奨励助成金(600 万円)をもとに、人文・社会科学

分野及び自然科学分野の諸分野にわたる共同研究、個人研究の研究助成金として交付するものである。 

 

２．助成の対象および申請額の上限 

助成の対象は、人文・社会系分野及び自然科学分野とし、総合研究所研究奨励助成金として学園の資

金 600 万円を充てる。当該分野において、本学が世界水準の研究拠点となる夢を実現しようとする気概

のある研究を対象とする。 

なお、助成の申請上限は共同研究で 200 万円/年、個人研究で 100 万円/年とする。 

 

３．申請者の要件 

共同研究：甲南大学専任教員 2 名以上の共同研究チームを組織し、研究幹事（研究代表者）を決めて

応募すること。研究チームの主たる構成員は、本学専任教員とするが、学外研究者を含むことが出来る。

学外研究者を研究チームに加える場合は、その必要性を明確にし、採択後すみやかに当該研究者の所属

機関の承諾書を得ること。なお学外研究者とは、原則として、大学、大学院及び研究所等の学外諸機関

に所属する研究者をいう。ただし、本助成では融合領域や学際的研究を優先する。 

個人研究：甲南大学専任教員のうち、令和４年度科学研究費助成事業に申請した結果、不採択となっ

た研究課題のうち、「A 判定」と評価された者で、本助成事業に採択された場合、令和５年度科学研究

費助成事業に必ず応募する者。 

ただし、本研究所の研究を終えた者が連続して申請することはできない。 

 

４．助成の対象経費 

次の経費目の全部又は一部とし、企業等からの奨学寄附金の取扱いに準拠する。 

①消耗図書資料費、②消耗品費、③用品費、④通信運搬費、⑤出張旅費、⑥印刷製本費、⑦賃借料、 

⑧支払手数料・報酬料、⑨機器備品費、⑩図書費、⑪業務委託費、⑫その他諸経費 

 

５．助成対象研究期間 

共同研究：令和４年４月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日とする。 

個人研究：令和４年 5 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日とする。 

 

６．申請期間 

   共同研究：令和３年 12 月６日（月）～ 令和４年 1 月 4 日（火） 17 時  ※時間厳守 

   個人研究：令和４年２月 28 日（月）～ 令和４年３月 31 日（木）17 時  ※時間厳守 

 

７．申請方法 

   所定の申請書に必要事項を記入し、総合研究所（ souken@ml.konan-u.ac.jp ）に提出する。 

   個人研究の場合は、令和４年度科学研究費助成事業に応募した様式も合わせて提出してください。 

   「A 評価」と評価されたことがわかる書類は通知後、すみやかに総合研究所に提出してください。 

    ※ご提出いただきました申請書は総合研究所による管理の下、選考の目的のみに使用し、第三者へ

の提供はいたしません。 

 

 

mailto:souken@ml.konan-u.ac.jp


 

８．選考・通知 

総合研究所で審査委員会を設けて選考（研究内容のプレゼンテーションおよびヒアリングを実施）の

うえ、学長が決定し、その採否結果を助成開始２週間前までに申請者へ通知する。 

 

９．研究成果の報告 

共同研究：助成金の交付を受けた者は、初年度末に中間報告書を、研究期間終了後３か月以内にその

研究成果について報告書概要（A4 縦置き 1 頁程度）及び最終報告書（A4 縦置き 10 頁程度）を提出し

なければならない。なお、学術論文等で研究成果の公表を予定している場合は、学術論文の公刊をもっ

て最終報告書に代えることができる。 

また、研究終了後 1 年以内に研究成果を研究所所報へ掲載し、研究終了後 2 年以内に研究叢書また

は定評ある研究誌（電子ジャーナルを含む）、書籍、公共的な媒体または、甲南大学機関リポジトリを

通じて公表しなければならない。 

 

個人研究：助成金の交付を受けた者は、研究期間終了後３か月以内にその研究成果について報告書概

要（A4 縦置き 1 頁程度）及び最終報告書（A4 縦置き 10 頁程度）を提出しなければならない。なお、

学術論文等で研究成果の公表を予定している場合は、学術論文の公刊をもって最終報告書に代えること

ができる。 

 

共同研究および個人研究の助成金交付を受けた者は、可能な限り、学術講演会・公開講演会にて成果

発表をおこない、フロンティア研究推進機構のホームページに掲載している「甲南大学の研究力」に協

力しなければならない。なお、提出した報告書については、ホームページ、研究年報等で公開するが正

当な理由なく成果報告書を期限内に提出されない場合は研究費を返還すること。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


